
「留学生３０万人計画」検証結果報告書の取りまとめについて
１．経緯
２００８年、関係省庁は、２０２０年を目途に３０万人の外国人留学生受入れを目指す「留学生

３０万人計画」を策定し、各種施策を推進。
２０２０年７月の「成長戦略フォローアップ」において、「『留学生３０万人計画』に関する検

証を実施し、その結果を踏まえ、留学生受入れに関する今後の施策について検討を行い、２０２０
年度中に結論を得る。」とされたことから、「留学生３０万人計画」関係省庁会議において検証作
業を開始。
２０２１年３月３１日、関係省庁において、報告書を取りまとめ。

※関係省庁：文部科学省、外務省、法務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、観光庁（2009年～）

外国人留学生数は、目途の２０２０年よりも１年早く、２０１９年５月時点で３１万人に。
高等教育段階での受入機関数も増加。日本人学生と外国人留学生が共に学ぶ環境が充実。
アジア諸国からの外国人留学生の出身国・地域が多様化。アジア、世界との間のヒト、モノ、カ
ネ、情報の流れを拡大する「グローバル戦略」の一環としての施策目的に沿った動向。
高等教育機関の卒業・修了者のうち国内就職者数は、約９千人から約２．３万人（約２．６倍）
に増加。国内就職者の割合も約２７％から約３７％に上昇。高度人材の国内定着が図られつつある
が、近年その伸びは鈍化。
これまでの施策による取組は、海外の優秀な学生の日本留学への関心を高め、多くの学生が実際
に来日・留学し、日本社会へ定着すること等により我が国の社会・経済の発展に寄与し、一定の成
果。
他方、高度人材の国内定着の促進や効果的・効率的な情報発信、日本語教育の充実等、更なる向
上に向けて工夫や強化が必要なものに加え、適切な在籍管理の徹底や技術流出防止対策の強化、新
型コロナウイルス感染症の影響など、新たな課題や状況変化も生じている。

２．検証結果（概要）
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３．今後の施策の方向性

高等教育全体として対面授業と遠隔・オンライン教育を効果的に組み合わせたハイブリッド型教
育が進展する中で、留学に関してもこのような動きを踏まえた新たな工夫が必要。
遠隔・オンラインの利点も活かしつつ、優秀な外国人留学生を実際に日本に受入れ、日本社会の
中で日本人学生とともに教育を受ける機会を提供する「実留学」を引き続き推進していくことが重
要。
さらに、我が国の技術的優位性を確保・維持する観点等を踏まえ、大学等における技術流出防止
対策の強化とのバランスを図っていくことが重要。
ポスト「留学生３０万人計画」の留学生施策は、留学生交流の入り口部分である受入数を重視す
るこれまでの視点から、我が国において質の高い教育を受けた優秀な外国人留学生の日本社会への
定着度の向上や帰国した外国人留学生の親日派・知日派としての活用及びそのネットワーク強化に
よる諸外国との友好関係の強化等、より出口（アウトカム）に着目して受入れの質の向上を図る視
点に転換し、引き続き関係省庁が連携・協力しながら施策の深化を図るべき。
多様な文化を尊重した活力ある共生社会を実現し、我が国がグローバル社会の一員となるために
は、質の高い外国人留学生の受入れと合わせ、日本人学生の海外留学の促進も含めて、学生の派
遣・受入の両面で質の高い国際流動性を高めていくことが重要。そのための具体的な取組内容を引
き続き検討していくべき。
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